
１　負担金の予算決算等について

負担金の名称

負担金の金額

２　負担金の交付先について

所在

３　負担金の対象となる事業等について

事業実績
（具体的な手法）

負担金を交付して
市が得たメリット

負担金検証調書【令和７年度交付分】

地域活性化センター負担金 市の担当部課 経営部企画広報課　企画担当 問い合わせ先 0568-44-0312

決算額 140,000 円 前年度決算額 140,000 円予算額 140,000 円 当初交付額 140,000 円

所在 東京都中央区日本橋2-3-4 日本橋プラザビル13階 代表者 理事長　林崎　理

事業資金の管理責任者 事務局長　吉添圭介 事業資金の管理者 総務企画部長　篠田信哉

東京都

構成団体 １，９２６団体　　 【地方公共団体】１，７７８団体　【民間会員】４７団体　 【その他】１０１団体

設置の根拠 なし（任意団体）

意思決定の方法 一般財団法人地域活性化センター定款により、年に2回開催される理事会にて業務執行が決定される。

名称 一般社団法人　地域活性化センター （法人格の有無） 有 代表者
理事長　林崎
理

事業資金等の保管方法 預金および現金にて保管

事業内容
（事業の全体像）

情報の提供と調査・研究、ひとづくりと研修・交流、まちづくりへの助成などの支援

（犬山市の役割） 市が会員となることでひとづくり、まちづくり等地域社会の活性化のための諸活動を支援する事業の運営が可能となり、情報提供や助成等の支援などを受けることができる。

（事務局が市である場合）
市のルールに準じているか？

完全準拠でない
場合の内容等

（事務局が市でない場合）
具体的に記述

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第119条及び第199条による
証拠書類
の有無

無

月刊情報誌「地域づくり」の発行、「地域活性化ガイドブック」の作成、「地域活性化事例集」の作成、「地域づくり団体活動事例集」の作成、「人材育成ガイドブック」の作成、地域づくりコンテンツ発信
支援事業、ＨＰによる情報提供、ＳＮＳの利活用による情報提供の推進、センター関係者のコミュニティづくりの推進、ふるさと情報コーナーの運営、地域おこし協力隊事業及び地域活性化企業人事
業の推進、地域プロモーションの推進、地域の人口問題・経済循環に関する研究及びコンサルタント業務、職員による調査・研究事業、移住・定住・交流の推進に関する調査研究の実施

地域社会の活性化に関する情報提供及び調査・研究、地域社会の活性化のためのひとづくりに関する研修及び交流、地域社会の活性化のためのまちづくりに対する助成等の
支援などをうけることができた。

交付先の状況

事務局の体制等
契約、支出
決裁の方法



４　負担金の交付先における収支等について

５　負担金の検証について

検証年度

合計 899,728,000 円 796,700,606 円

管理費 その他 19,320,000 円 その他 19,728,348 円
一般社団法人及び一般財団法人
に関する法律第119条及び第199
条

管理費 会議費 4,103,000 円 会議費 2,694,074 円
一般社団法人及び一般財団法人
に関する法律第119条及び第199
条

管理費 旅費交通費 2,483,000 円 旅費交通費 1,212,658 円
一般社団法人及び一般財団法人
に関する法律第119条及び第199
条

事業費 その他 555,006,000 円 その他 481,367,193 円
一般社団法人及び一般財団法人
に関する法律第119条及び第199
条

管理費 人件費 24,136,000 円 人件費 25,794,526 円
一般社団法人及び一般財団法人
に関する法律第119条及び第199
条

事業費 会議費 9,672,000 円 会議費 9,356,782 円
一般社団法人及び一般財団法人
に関する法律第119条及び第199
条

事業費 旅費交通費 86,613,000 円 旅費交通費 57,106,894 円
一般社団法人及び一般財団法人
に関する法律第119条及び第199
条

項目

積算等 金額 積算等 金額 契約の方法、相手方等

事業費 人件費 198,395,000 円 人件費 199,440,131 円
一般社団法人及び一般財団法人
に関する法律第119条及び第199
条

予算（当初支出時の想定） 決算（実績）

796,700,606 円 余剰額 14,108,971

犬山市負担金額（当初支出額） 140,000 円 精算の有無 無 精算（返還）額 0 円 精算後の負担金の額 140,000 円

積算がない場合
の特記事項

令和７年度実施 検証内容 負担金額について検討。一律で算出されているため妥当と考える。

交付先における
支出の状況

円

構成員の負担割合（根拠） 市・特別区　14万円　（一般財団法人地域活性化センター　定款　第44条）

余剰額が発生した場合の取扱い
評議員会の決議を経て、センターと類似の事業を目的とする公益法人若しくは公益社団法人及び公
益財団法人の認定に関する法律第５条第17号に掲げる法人又は地方公共団体に贈与する。

繰越額 0 円

交付先における収入の状況（精算前の額）
経常収益810,809,577円（基本財産運用益15,954,505円、特定資産運用益15,406,879円、受取会費257,315,000円、事業収益95,627,066円、受取助成金等
361,317,801円、受取負担金59,647,161円、雑収益5,541,165円）

負担金の対象となる全体事業費（精算がある場合は精算前の額） 収入額 810,809,577 円 支出額


